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1．問題の所在
かつてガードナー／レビィ （Gardner　and　Levy　1955）は，実体としての「製
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品」よりもシソボルとしての「ブラソド」のほうが重要であると述べた。ブラ
ソドとは，競合企業およびその製品と差別化される要素として，様々な利害関
係者に肯定的に評価された企業および製品の名称である。ブラソド生成
（brand　formation）は，中核となる企業とその利害関係者間の観念的相互作用
によってなされる1（井上2001）。
　1980年代後半以降，ブラソドへの関心はブランド生成からブラソド管理
（brand　management）へと深化する。ブラソド管理とは，ある企業が様々な
利害関係者に対して行う，企業および製品評価の維持・増進諸活動であり，そ
れは「企業ブラソド管理」と「製品ブラソド管理」に大別される。前者はある
企業における株式時価総額と有形資産価値総額の差額極大化を目的とし（Bar－
wise　1993，　Murphy　1994，　Sheppard　1994，白石1997，梅原2000，伊藤
2000，2001，伊丹2001，井上2001），後者はある企業における製品の観念的
差別化を目的とする2（Aaker　1991，1996，　Aaker　and　Joachimsthaler　2000，
Keller　1993，1998，陶山1998，陶山／梅本2000）。一般に，企業／製品ブラソ
ド管理は「消費者／投資家に対する適切なコミュニケーショソ政策（広告やIR
［Investor　Relations］）によって彼らの当該企業／製品への肯定的評価を維持・
増進させる企業行動」と理解されている。
　しかし福田（2001，115頁）が日本企業163社のうち，ブラソド・マネジャー
制を採用する企業45社にその最重要理由を質問したところ，「製品開発一生産一
販売に至る一貫した管理」を最重要と考える企業が15社も存在することが明
らかになった3。ブラソド・マネジャーの管理範囲を「製品開発」や「生産」
まで含む製品ブラソド管理認識は，従来の通念と異なっている。
　またマッダでは製品ブラソド管理をコミュニケーショソ政策以上の事柄と認
識し，その一環として研究開発部門と販売・マーケティソグ部門の接合を模索
している4。これは製品開発から販売に至るすべての政策の「統合」を示唆し
ている。さらにユニリーバ（Unilever）社の英冷凍食品子会社ウォールズ
（Wall’s）社では，ブラソド開発のため，顧客のみならず供給企業を開発した
り管理したりするという従来の通念とは異なるブラソド管理概念を提示してい
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　　　　　　　　　図表1　ウォールズ社のブランド管理概念
　　／！
　　＼、
（出典）　Hulbert　and　Pitt（1996），p．55．
る（図表1参照）。
　これらの現象は，ブラソド管理の対象，客体および内容の認識において従来
の通念と一線を画している。コミュニケーショソ政策重視のブラソド管理を
「観念志向ブラソド管理（image－oriented　brand　management）」，製品開発・
生産活動重視のブラソド管理を「製品志向ブラソド管理（product－oriented
brand　management）」と呼ぶならば，観念志向ブラソド管理論がブラソド管
理の実態を反映しているとは言い難く，むしろ製品志向ブラソド管理論という
べき新たな説明論理が必要となる。
　このような問題意識の下，本稿では観念志向ブラソド管理論の内在的問題を
検討し，その代替案として製品志向ブラソド管理論を提示することを目的とす
る。第2節では観念志向ブラソド管理論の内在的問題を明らかにする。第3
節では製品開発論からの示唆を基に製品志向ブラソド管理の論理を提示する。
そして第4節では本稿の含意を示す。
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2．観念志向ブランド管理論の内在的諸問題
　本節では観念志向ブラソド管理論に内在する諸問題を明らかにするが，その
前に観念志向ブラソド管理論の概要を示す必要がある5。
　まず，観念志向ブラソド管理の過程には2つの途がある。1つは企業による
消費者の観念の把握（Aaker　1991，Keller　1993，1998），もう1つは企業が消費
者の観念に訴える手段としてのコミュニケーショソ政策である（Aaker　1996，
陶山1998，陶山／梅本2000）。観念志向プラソド管理論は「消費者の観念の
把握」と「コミュニケーショソ政策」の連繋を要諦とする。
　次に，観念志向ブラソド管理論には以下2つの前提条件がある。1つは実体
に対する観念の優位性の強調，もう1つはブラソド管理客体の限定である。
観念志向ブラソド管理論に内在するこれら2つの前提条件の存在が，一部の
企業のブラソド管理実態に対する説明力を失わせる重大な原因であると考えら
れる。ここでは前者に関する問題を「実体一観念問題」，後者に関する問題を
「ブラソド管理客体問題」と呼び，これらの問題がいかなる内在的矛盾を孕ん
でいるかを順次検討する。
　（1）実体一観念問題
　実体一観念問題は，ブラソド管理が「観念」あるいは「実体」のどちらに帰
属すべきかという問いから出発する。ここで消費者行動を詳細に論じることは
しない。あえて企業行動と消費者行動の接点を挙げるとすれば，それは当該製
品の品質を決定する企業の諸活動と消費者による品質の「相対化」との関係で
ある（Jacoby，01son，　and　Haddock　1971，　Buzzell　and　Gale　1987）。ここでは実
体としての品質を「物的品質（physical　quality）」，消費者の観念として相対化
された物的品質を「知覚品質6（perceived　quality）」と呼ぼう。
　物的品質は，製品開発論において製品内部の要素部品（component）や製品
構造（product　architecture）によって決定されるというのが一般的見解であ
る（Henderson　and　Clark　1990，　Utterback　1994）。一方，観念志向ブラソド管
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理論ではそのような要素技術や製品構造さえも相対化し得るという（Keller
1998，Aaker　and　Joachimsthaler　2000，岡本2000）。たとえばカーペソター／
グレーザー／ナカモト（Carpenter，　Glazer，　and　Nakamoto　1994）によると，製
品の構造的機能や部分的機能を示す名称は消費者がそれらの具体的内容を理解
していない場合でも彼らの製品選好に影響を及ぼす。
　また要素部品／製品構造のみならず成分（ingredient）も相対化し得るとい
う（Keller　1998）。たとえばブラケット／ボード（Blackett　and　Boad　1999）は，
成分ブラソド（ingredient　brand）の重要性として次の5つを挙げている。そ
れは，①消費者の観念の創出，②対象となる成分の市場浸透，③研究開発投資
の促進と製品ライフサイクル管理への貢献④価値連鎖への貢献，「製品プラ
ソドへの信頼性の向上である。ここでは要素部品や製品構造，成分といった製
品の構成要素について，様々な利害関係者に肯定的に評価された名称を構成要
素ブランド（component　brand）と呼ぶことにする（岡本2000）。
　知覚品質にせよ構成要素ブランドにせよ，「相対化」された物的製品は常に
物的製品自体との関連で検討される必要がある。しかし観念志向ブラソド管理
論では物的製品の存在を所与とし，当該製品とそれに関する消費者の観念との
関係を論じようとはしない7。
　産業によっては製品のイノベーショソがブラソド管理の契機となり得る。た
とえば3Mやデュポソ，ジレットといった革新的製品を生み出す企業にとっ
て，製品のイノベーションは観念的差別性を維持・増進させるブランド管理の
一部となっている（Shocker，　Srivastava，　and　Ruekert　1994，　pp．151－152）。消
費財産業，特に組立型産業（自動車，家電産業等）においてこの傾向は特に強
いと思われ，そのような産業では仮に観念が実体より優位性を持つとしてもブ
ラソド管理の内容をコミュニケーショソ政策のみならず製品開発・生産活動に
も拡張する必要があるのは自明である。ブラソド管理を目的とする限り「観念」
を排すことはできないが，観念の出自は実体にあることを認識する必要がある。
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　（2）ブランド管理客体問題
　企業ブラソドであれ製品ブラソドであれ，あらゆるブラソドの生成は中核と
なる企業とその利害関係者を両主体とする（井上2001）。ブラソドの生成は
中核企業と利害関係者の観念的相互作用によってなされるが，「ブランド管理」
の場合その主体は中核企業に限定される。
　ブラソド管理の主体はブラソド・マネジャーを超えてブラソド管理組織にな
りつつある。原田（2001）はブラソド管理の現代的形態を「全社的ブラソド
管理」と位置付け，その管理主体をトップ・マネジメソトもしくは専門のブラ
ソド管理組織そしてその管理内容を計画・実行・評価過程と捉えている。た
だし原田の考察にはブランド管理の対象すなわち「ブラソド管理客体」につい
ての視点が不足している。ブラソド管理は，ある中核企業がその利害関係者に
対して当該企業の観念的差別性を維持・増進させるための諸活動である。実体
が観念の出自であることを考慮すると，ブラソド管理は「製品開発から販売ま
で」の全体を管理対象とし，しかもあらゆる利害関係者を管理客体とする。製
造企業を中核とする場合，ブラソド管理客体には消費者，チャネル構成員（供
給／流通企業）および投資家が含まれる（図表2参照）。
　製造企業一チャネル構成員間の関係における製品ブラソド研究は端緒につい
たばかりであり，わずかに陶山（1994），ハットソ（Hutton　1997）およびウ
ェブスター（Webster，　Jr．2000）が製造企業一流通企業間関係に言及するのみ
図表2　製造企業を中核としたプランド管理枠組
金融経済
実体経済
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である。本稿では製品開発・生産の文脈でブラソド管理論を提示することを目
的としているため，紙幅の都合上対流通企業ブラソド管理は捨象される。
　また製造企業一供給企業間のブラソド管理には特殊性があることを理解しな
ければならない。つまり，供給企業以外のブラソド管理客体に対してはコミュ
ニケーション政策が重要な役割を果たすが，供給企業に対しては「製品」を通
じた製品開発・生産活動が重要な役割を果たすということである。
　ここまでを要約すると，観念志向ブラソド論は「ブラソド管理対象」と「ブ
ラソド管理客体」の2点において次のような内在的矛盾を孕んでいると言え
る。
　第1に，実体一観念問題。観念志向ブラソド管理論の論理的基礎を形成する
「知覚品質」は物的品質の相対化であるため，知覚品質は常に物的品質との比
較の中で検討されなければならない。しかしながら観念志向ブラソド管理論で
は実体の存在を所与とし，消費者の観念の考察のみに固執する。
　第2に，ブラソド管理客体問題。無論，観念が実体よりも相対的に優位性
を持つと，ブラソド管理の対象はコミュニケーショソ政策に限定され，またそ
の客体も消費者や投資家，川下企業といった直接製品の開発や生産に携わらな
い利害関係者に限定される。観念の出自が実体にあることを考慮すると，観念
を形成するような実体（二製品）の開発および生産活動の様態にも焦点を当て
る必要がある。
　結局のところ，観念志向ブラソド管理論ではブラソド管理の実態を十分に説
明することが困難である。それは「実体」の存在を所与とし，当該製品の「生
産一流通一販売」に対する視点を欠き，経済全体におけるブラソド管理認識を媛
小化しているためである。
　「観念重視」を一方の極とすると，「実体重視」の視点はもう一方の極に当た
る。実体重視の立場をとるのは言うまでもなく製品開発論である。次節では製
品開発論からの示唆を基に製品志向ブランド管理論を提示する。ただし製品開
発活動を主軸に新たなブラソド管理論を展開すると言っても，それはコミュニ
ケーショソ政策の重要性を軽視するということではない。コミュニケーショソ
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政策が製品志向プラソド管理の重要な一部分としていかに製品開発・生産活動
と結びつくかが焦点となることに留意されたい。
3．製品志向ブランド管理の論理
　実体を基礎に新たなブラソド管理論を展開する場合，「ブラソド管理の双価
性（the　ambivalence　of　brand　management）」とも言うべき悩ましい問題に直
面する。ブラソド管理の双価性とは，実体と観念が互いに反目していることを
認めながら両者の重要性を無視できない状態を指す。より具体的に言うと，コ
ミュニケーショソ政策のみあるいは製品開発・生産活動のみのブランド管理は
成立せず，「実体と観念を一貫して管理すること」が重要になるということで
ある。観念の出自は実体であるから，製品開発・生産活動を主軸にブランド管
理論を再構築する場合，マーケティソグ戦略（主に価格・流通・コミュニケー
ショソ政策）との一貫性をどのようにとるかが問題となる。製品志向ブランド
管理論はまさに企業活動全体の一貫性を，製品開発・生産活動を主軸に明らか
にすることにほかならない。
　本節では製品開発論からの示唆を援用し製品志向ブラソド管理の論理を展開
する。物的品質を決定するのは言うまでもなく要素部品および製品構造の進歩
である。それらを司るのは製品開発組織である。製品開発活動にはイノベーシ
ョソに関わる技術的，組織的な諸問題がある。「開発した要素部品の組み合わ
せをいかに最適化するか」，「製品開発組織内の調整をどうするか」などがそれ
である。
　技術的・組織的諸問題が解決される契機は「統合」に至るときである。内容
を先取りして言うと，企業における統合は，イノベーショソ→技術統合→内部
統合→外部統合→全体統合へと段階的に進展する。まずはイノベーショソから
技術統合に至る論理を説明する。
（1）イノベーションから技術統合へ
一般にイノベーショソは「製品イノベーショソ（product　innovation）」と
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「工程イノベーショソ（process　innovation）」に大別される（Abernathy　1978，
Utterback　1994）。アパナシーは製品イノペーションが工程イノベーショソに
先行することによる成熟度のズレを「生産性のジレソマ（productivity　dilem－
ma）」と呼び，それによって製品／工程イノベーショソ間のトレードオフが発
生することを見い出した。製品／工程ともに成熟化しこれ以上進展しない「固
定期」には当該産業全体が停滞するため，企業は既存製品への革新的新技術の
導入により「脱成熟化」を図ろうとする（Abernathy，　Clark，　and　Kantrow
1983，Utterback　1994）。
　製品／工程イノベーショソが固定期に入るまでの技術導入は漸進的であり，
脱成熟化を推進するための技術導入は急進的である（Abernathy　and　Clark
1985）。フォスター（Foster　1986）は前者を「イソクリメソタル・イノベー
ショソ（incremental　innovation）」，後者を「ラディカル・イノベーショソ
（radical　innovation）」と呼ぶ。イソクリメンタル・イノベーショソからラディ
カル・イノベーションへの移行期には技術導入の努力に対する成果が一時的に
下がり，技術の繋がりが不連続となる。技術導入成果を導入以前の技術成果水
準にまで引き戻したときはじめて「技術の転換」が達成される。
　イソクリメソタル／ラディカル・イノベーショソの中庸として「アーキテチ
ュアル・イノベーショソ（architectural　innovation）」と「モジュラー・イノ
ベーショソ8（modular　innovation）」がある。前者は個々の要素部品をそのま
まにそれらの構造のみを進歩させる方法であり（Henderson　and　Clark　1990），
後者は基本設計を変えずに個々の要素部品のみを進歩させる方法である（Ul－
rich　1995，　Sanchez　and　Mahoney　1996，　Baldwin　and　Clark　1997）。
　図表3は上記4つのイノベーショソ類型を図示したものである。製品開発
活動はこのように様々なイノベーショソを基礎とする。しかし急進的な製品開
発は漸進的なそれよりもリスクが大きく，また要素部品や製品構造の変更は少
なくとも要素技術の1つを根本的に変化させるためかなりの先行技術開発投
資が必要となる（藤本2000）。イアソシティ（Iansiti　1993，1995）は先行技
術開発と現行技術開発の統合，すなわち「技術統合（technological　integra－
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　　　　　　　不変
コンセプトと
構成要素間の
関連　　　　　変更
図表3　イノベーションの4類型
　　　　　　　　　コア・コンセプト
　　　　　強化　　　　　　　　　変更
インクリメンタル・
@イノベーション
　、◆　　　　　一c塔?tー・
Cノベーション
アーキテクチュアル・
@イノベーション
ラディカル・
Cノベーション
（出典）Henderson　and　Clark（1990），p．12．
tion）」を重視するが，実際の製品開発組織でそれをおこなうのは容易ではな
い。
　また個々の要素部品を部分的に最適化してもシステムとして全体的に最適化
しなければ望ましい製品機能を得ることはできない（Iansiti　1998）。藤本／ク
ラーク（Fujimoto　and　Clark　1990，邦訳5頁）によると，製品機能と要素部品
の関係，すなわち「内部統合性（internal　integrity）」の最適化はさらに製品
開発組織内の協調および供給企業との協調，つまり組織面における内部統合性
の最適化をもたらす。
　しかし製品機能，組織および開発過程の内部統合性がいかに向上しても，市
場に受け入れられない製品であれば意味を成さない。ここで製品機能と市場
ニーズの一致，すなわち「外部統合性（external　integrity）」が問題となる。
次に内部統合から外部統合に至る論理を説明する。
　（2）内部統合から外部統合へ
　現在，製品開発の現場で重要視されるのは，生産と消費からなる「因果連鎖
（cause－effect　chain）」をどのように計画・実行・評価するかということであ
る。この点において外部統合性は重要である。なぜなら，「技術重視」の製品
開発組織は技術統合に専心するあまり市場との接点を喪失しがちになるためで
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ある。たとえばこれまで多くの企業は将来の需要予測をマーケティソグ部門の
製品企画担当者や製品技術部門のテスト担当者といった機能別部門に任せ，消
費者が抱く観念の有する明確な意味を製品開発組織全体に浸透させることには
ほとんど関心を払わなかった（Fujimoto　and　Clark　1990，邦訳5頁）。そのよ
うな「技術重視」に対する警鐘として外部統合性は重要な意味を持つ。
　外部統合性向上のためにしばしばおこなわれるのが，製品開発活動の後半に
参加する専門技術者の現場感覚を伴った意見や情報を開発初期の段階に取り入
れることである（Fujimoto　and　Clark　1990，邦訳11頁）。いわゆるフロソト・
ローディソグ（front　loading）は，技術統合型の製品開発（＝開発活動前半に
参加する専門技術者のみの製品開発）よりも市場ニーズを製品コソセプト段階
で反映させやすいため，製品機能と市場ニーズを限りなく近づけることが可能
となる（Clark　and　Fujimoto　1991）。
　図表4は藤本／イアソシティ／クラーク（Fujimoto，　Iansiti，　and　Clark　1996）
による外部統合についての実証研究の一部で，外部統合指数（external　in－
tegration　index）と設計品質の全体評価（NDQ；Net　Design　Quality）との相関
関係を示している9。設計品質とは，ある製品が設計通りに作られているかを
示す指標であり，その全体評価は5点尺度（非常に優れている一非常に劣って
いる）で計られる。それによると，外部統合指数が高まるほど設計品質の全体
評価が低くなる。一般に，外部統合指数が高い製品開発組織ほど高度な機能専
門化をおこなう傾向があり，外部統合機能の一部を他の製品開発組織から委譲
される（Fujimoto，　Iansiti，　and　Clark　1996，　p．146）。それによってさらに外部
統合指数を高める製品開発組織は，当該製品を市場ニーズに限りなく一致させ
るためその設計を頻繁に変更する。このため，本来は左下に位置する製品開発
組織が外部統合機能を委譲されるにつれて右上にシフトしていくと考えられる。
　外部統合は内部統合の欠点を補完する。しかし外部統合でさえ製品開発活動
内の問題である。企業全体において製品開発活動がどのように位置づけられる
かは，次の全体統合に至る論理の中で説明される。
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図表4　外部統合指数と設計品質の全体評価との相関関係
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（出典）　Fujimoto，　Iansiti，　and　Clark（1996），P．146
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　（3）外部統合から全体統合へ
　これまでの論理の流れを整理しておこう。製品開発活動は様々な製品イノ
ベーショソを基礎とする。しかし以下3つの問題が製品開発活動の阻害要因
となる。
　第1に，イノベーショソのリスク。ラディカル・イノベーショソはイソク
リメソタル・イノベーショソよりもリスクが大きく，またモジュラー・イノ
ベーショソやアーキテクチュアル・イノベーショソは少なくとも要素技術の1
つを根本的に変化させるためかなりの先行技術開発投資を必要とする。技術統
合（先行／現行技術開発の統合）はそう容易ではない。
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　第2に，要素部品間の相互干渉性。個々の要素部品を最適化してもシステ
ムとして最適化しなければ製品機能向上は望めない。内部統合性（＝製品機能
と要素部品の関係最適化）は要素部品の相互干渉性を削減するのみならず組織
面における内部統合性（＝製品開発組織内および供給企業との協調の最適化）
をもたらす。
　第3に，製品機能と市場ニーズの不一致。「技術重視」の製品開発組織は技
術統合に専心するあまり市場との接点を喪失しがちになる。外部統合性（二製
品機能と市場ニーズの一致）を向上させるためフロント・ローディソグ（＝開
発活動の後半に参加する専門技術者の現場感覚を伴った意見や情報を開発初期
の段階に取り入れること）等をおこない，製品コソセプトおよび機能を市場
ニーズに限りなく近づけることが必要になる。
　製品の技術的，機能的進歩はもちろん重要であるが，外部統合性の向上も現
在の製品開発活動における重要課題である。他に市場参入までの時間やコスト
の削減も同様に大きな課題であることから，製品イノベーショソや要素技術の
適切かつ迅速な選択，および他の製品開発組織や供給企業との協調が外部統合
性向上とコスト削減を同時達成する要因となる。
　ここで視点を製品開発活動から企業活動全体に広げてみる。外部統合性の向
上は企業が当該製品に対する消費者の肯定的評価を獲得し，またそれを維持・
増進させるためにおこなうのであるから，製品開発活動はブラソド管理の主軸
となり得る。また製品開発活動はマーケティソグ戦略（価格・流通・コミュニ
ケーション政策）との統合によって消費者の観念形成に大きな役割を果たす。
製品開発活動とマーケティソグ戦略（価格・流通・コミュニケーショソ戦略）
の統合をここでは「全体統合（whole　integration）」と呼ぼう。
　原田（2001）はブラソド管理の現代的形態を「全社的ブラソド管理」と位
置付け，その管理主体をトップ・マネジメソトもしくは専門のブランド管理組
織管理内容を計画・実行・評価過程，そしてその戦略的特徴を「企業内統一
管理」と捉えている。それはすなわち全体統合にほかならない。企業は当該製
品の内部統合によって当該製品開発組織の内部統合を促す。また市場ニーズを
　　　　　　　　　　　　　　　一　477　一
製品コソセプトに取り込むことによって当該製品の外部統合性を向上させる。
そして製品開発活動とマーケティソグ戦略を統合することにより当該製品ブラ
ソドを実体／観念の両面から管理する。これが製品開発活動を主軸とした製品
志向プラソド管理の要諦である。最後に一連の論理展開を図表5に示す。
図表5　製品志向ブランド管理の論理
製品主導ブランド管理（＝全体統合）
@　　　・製品機能と市場ニーズの一致
@・製品開発活動とマーケティング戦略（価格・
@　流通・コミュニケーション政策）の統合
　　　　　　　　　外部統合
@　　　　・製品機能と市場ニーズの一致
E製品開発後半の専門技術者の製品コンセプトへの関与
　　　　　　　　内部統合
@　　・製品機能と要素部品の関係最適化
E製品開発組織内部／供給企業との協調の最適化
　　　技術統合
E先行／現行技術開発の統合
4．結語と含意
　本稿では観念志向ブランド管理論の内在的問題を検討し，その代替案として
製品志向ブランド管理論を提示した。
　第2節では，従来のコミュニケーショソ重視のブラソド管理論（＝観念志
向ブラソド管理論）に内在する次の2つの問題を検討した。第1に，実体一観
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念問題。1990年代に支配的となった観念志向ブラソド管理論は消費者の抱く
「観念」に注目し，企業による消費者観念の把握と接近の方法に焦点を当てて
きた。実体に関するすべてのことは相対化される。しかし観念は実体との比較
を必要とするにもかかわらず実体の存在は所与とされてきた。観念の出自は実
体にある。第2に，ブラソド管理客体問題。実体にも目を向ける場合，製品
の開発・生産活動の様態にも焦点を当てブラソド管理客体を消費者，流通企業
および投資家だけではなく供給企業にも拡張する必要がある。以上2つの点
で観念志向ブラソド管理論は不十分と言える。
　第3節では，製品開発論を基に製品志向プランド管理の論理を展開した。
製品志向ブラソド管理は製品の機能的差別化の源泉である製品イノベーショソ
を端緒として，技術統合→内部統合→外部統合→全体統合という段階を経る。
4つの製品イノベーショソ類型それぞれに内在するリスクを考慮すると，技術
統合（＝先行／現行技術開発の統合）は容易におこなうことができない。また
要素部品間の相互干渉性を軽減するため内部統合性（＝製品機能と要素部品の
関係）を向上させると，組織面における内部統合性（＝製品開発組織内の協調
および供給企業との協調）の向上も生じる。内部統合性のみならず外部統合性
（＝製品機能と市場ニーズの一致）の向上も現在の製品開発活動における重要
課題である。他に市場参入時間やコストの削減も同様に大きな課題であること
から，製品イノベーショソや要素技術の適切かつ迅速な選択，あるいは供給企
業との協調が外部統合性向上とコスト削減を同時達成する鍵となる。外部統合
性の向上は企業が当該製品に対する消費者の肯定的評価を獲得し，またそれを
維持・増進させることを意図しておこなわれるため，製品開発活動はブラソド
管理の主軸となり得る。また製品開発活動はマーケティソグ戦略（価格・流
通・コミュニケーショソ政策）との統合によって製品ブラソドの生成・構築・
利用に甚大な役割を果たす。
　観念志向ブランド管理論と製品志向ブランド管理論の比較から次のような含
意が導かれる。第1に，観念の出自は実体にある。第2に，ブラソド管理の
客体は消費者，流通企業，投資家のみならず供給企業も含む。第3に，製品
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志向ブラソド管理の内容は製品開発活動を主軸としたあらゆる政策の統合（＝
全体統合）である。
　これらの含意は第1節で述べた福田（2001）の実態調査結果，マツダおよ
びウォールズ社のブラソド管理認識とも整合する（図表6参照）。
　製品志向ブラソド管理は，製品開発から販売までの一貫した管理，製品開発
活動とマーケティソグ戦略の統合，そして供給企業管理を目的とする。しかし
留意しなければならないのは，製品志向プランド管理論においてコミュニケー
ショソ政策の重要性が軽んじられているわけでは決してないということであ
る。むしろコミュニケーショソ政策は製品志向ブラソド管理の重要な一部分で
あることを認識する必要がある。
　製品志向ブラソド管理論の発展のために残された課題として次の3つが挙
げられる。
　第1に，供給企業管理の実態を明らかにする必要がある。製品志向ブラソ
ド管理においては製品の技術進歩が大きな役割を果たす。現在，大半の産業で
要素部品は外注されるため製造企業による供給企業の管理はますます重要にな
る（Clark　1989，　Cusumano　and　Takeishi　1991，　Nishiguhi　and　lkeda　1996，浅
沼1998）。製品開発活動において供給企業の関与度が高まれば高まるほど当
該供給企業に与えられる裁量は大きくなる。製品開発・生産活動とマーケティ
図表6　製造企業を中核とした製品志向ブランド管理枠組
金融経済
実体経済
供給企＿話，，　／
　　　　　　　　製品開発から販売までの一貫した管理（福田2001）
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ソグ戦略の統合が問題とされる現在，製造企業が供給企業に対しておこなうブ　、
ラソド管理の様態を明らかにすることは非常に重要である。
　第2に，製品志向ブラソド管理をグローバル視点で考察する必要がある。
特に多国籍企業において，製品開発から販売実現に至るまでの過程は国・地域
毎の特殊性に応じて複雑かつ多様である。他方，多国籍企業においてはグロー
バル・ブラソドの構築も重要視されている。これらの事柄は第1の課題とも
密接に関連する。特に組立型産業では，製造企業のグローバル化とともに供給
企業のグローバル化も進展しつつある。グローバル・ブラソドの構築を模索す
る巨大製造企業は，優れた技術や生産能力を有する巨大供給企業を統制するこ
とによってイノベーショソから全体統合に至るまでの流れを主体的に管理しよ
うとするであろう。多国籍企業にとってグローバルでの製品志向ブラソド管理
は必然である。
　第3に，製品志向ブラソド管理の実証研究をおこなう必要がある。本稿で
は3つの事例を現状認識として取り上げた。国内レベルであれグローバルレ
ベルであれ，製品志向ブランド管理の要諦である全体統合の詳細を明らかにす
るためには特定の消費財／組立型産業に焦点を当て，イノベーションから全体
統合までの流れを描写する必要があろう。今後の課題としたい。
［注］
1ブランド自体については以下2つの見解が一般的である。1つはブランドを製品自体に付
　加的な「無形諸要素（名称，シンボル，スローガン）」とし，それらを付与する製造企業
　の「意図」をその差別化源泉とする見解（Aaker　1994，陶山1998，陶山／梅本2000），
　もう1つはブランドを「製品名称以上のもの」とし，消費者の肯定的評価によって当該
製品名称に与えられる「意味」をその差別化源泉とする見解である（Gardner　and　Levy
　1955，Keller　1993，1998，片平1998）。ただしこれら2つの見解はブランド生成主体を企
業あるいは消費老のどちらか一方に限定する点で一義的であると言わざるを得ない。
2井上（2001）では，企業ブラソド生成の1側面を米国M＆Aブームの歴史的変遷から検
証した。そこでは1980年代の第4次M＆Aブームが企業プランド生成の契機であると結
　論し，以下3つの含意を導いた。第1に，金融経済志向の企業ブラソド生成は実体経済
志向のそれと区別する必要がある。第2に，M＆Aや投機による企業ブランド生成がも
　たらす弊害（＝債務・利払いの増大）を回避する代替案として，製品ブラソド管理に基
づく企業プラソド生成がより重要性を持つ。第3に，チャネル構成員間の製品ブランド
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　構築努力に注目する必要がある。
3他にも質問項目があるため，当該実態調査の全容は福田（2001）を参照されたい。
4詳細はマッダホームページを参照されたい。
5本稿では，観念志向ブランド管理論のうちブラソド拡張（brand　extension）論を捨象す
　る。なぜならここではブラソド管理が「実体」と「観念」のどちらを基礎としておこな
　われるべきかを問題にしており，ブラソド拡張論の主題である「ブランドの活用」は考
　察の対象外であるためである。
6ジャコビー／オルソン／パドック（Jacoby，　Olson，　and　Haddock　1971）の研究を端緒とし，
バゼル／ゲイル（Buzzell　and　Gale　1987）によって一般的となった「知覚品質」概念は，
観念主導ブランド管理論における重要な論理的基礎となっている。
7アーカー（Aaker　1996，邦訳92－94頁）に至っては，物的製品のみに焦点を当てることを
　「わな」と断じる。
8ウルリッヒ（Ulrich　1995）によると，製品の機能と構造の関係は統合型とモジュラー型
　に区別される。統合型では各要素部品がそれぞれ独自のインターフェイスによって複雑
　に連結されるが，モジュラー型では要素部品間のイソターフェイスが標準化され，構造
　的に分離・独立したいくつかの部品システムにまとめられる。またモジュラー型は，製
　品内部における個別要素部品間の相互依存性が低くなるように設計される。
9サンプルには製品開発のスピードと生産性が決め手となる大量生産・大衆市場向け製品
　の製造企業のみが選ばれた（Fujimoto，　Iansiti，　and　Clark　1996，　p．146）。
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